
会計情報レポート

平成28年3月期の有価証券報告書提出期限は6月末
までとされています。本稿では、提出期限を目前に控
え、本年度の有価証券報告書作成に当たって留意すべ
き事項を、当期の会計及び開示の改正点、金融庁によ
る有価証券報告書レビュー ※（以下、有報レビュー）
の結果及び直近における重点テーマ審査項目を踏まえ
た留意事項の順に解説します。なお、文中の意見にわ
たる部分は私見である点を申し上げます。

1. 企業結合会計基準等
平成28年3月期から、平成25年9月13日改正後の

「企業結合に関する会計基準」「連結財務諸表に関する

会計基準」及び「事業分離等に関する会計基準」（以
下、企業結合会計基準等）が原則適用となります。改
正点は、表示に係る改正、会計処理に係る改正に分け
られます。

（1）表示に係る改正
企業結合会計基準等の改正に伴い、平成28年3月

期から、＜表1＞のとおり連結財務諸表の表示科目が
変更されました。
この変更に伴って表示方法を変更している旨を注記
することになりますが、当該注記は、会計処理に係る
改正（後述（2）参照）を当期から適用する場合には、
会計方針の変更として記載することが考えられます。
一方、前期に会計処理に係る改正を早期適用していた
場合には、表示方法を変更した旨を表示方法の変更と
して記載することが考えられます。
なお、経理の状況以外の部分についても、「主要な
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Ⅱ　会計基準等の主な改正点と開示

▶表1　表示科目の変更
改正前 改正後 影響のある主な箇所＊

少数株主持分 非支配株主持分 連結貸借対照表
連結株主資本等変動計算書

少数株主に係る包括利益 非支配株主に係る包括利益 連結包括利益計算書

少数株主損益調整前当期純利益 当期純利益 連結損益計算書
連結包括利益計算書

少数株主利益 非支配株主に帰属する当期純利益 連結損益計算書

当期純利益 親会社株主に帰属する当期純利益
連結損益計算書
連結株主資本等変動計算書
1株当たり情報の注記

＊　2計算書方式を前提としている
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経営指標等の推移」の指標の一つであった「当期純利
益」の名称が「親会社株主に帰属する当期純利益」に
変更されています（その旨を脚注で記載することが考
えられます）。

（2）会計処理に係る改正
企業結合会計基準等の改正に伴い、取得関連費用の
取扱い、暫定的な会計処理の確定の取扱い、非支配株
主との取引の会計処理が改正されています。これらの
改正を当期から適用する場合、会計方針の変更に関す
る注記を記載することが考えられます。また、平成27

年3月期に企業結合会計基準等を早期適用していた場
合、経理の状況以外の「主要な経営指標等の推移」に
おいて、前期の企業結合に係る暫定的な会計処理の確
定を行ったときに、企業結合年度の数値にその影響を
反映させる必要がある点にも留意が必要です。
なお、この改正に伴い、キャッシュ・フロー計算書
の表示も＜図1＞のとおり変更されていますが、比較
情報は組み替えないこととされています。

2. 繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（以
下、回収可能性適用指針）は、平成28年4月1日以後
開始する連結会計年度及び事業年度の期首から適用と
されています。また、平成28年3月31日以後終了す
る連結会計年度及び事業年度の年度末から早期適用が
可能となります。期末から早期適用する場合と翌年度
期首から原則適用する場合のそれぞれにおける開示上
の取扱いは＜図2＞のとおりです。
なお、会計方針の変更による影響とは、回収可能性
適用指針の適用に伴い、以下の定めを適用することに
より、これまでの会計処理と異なる場合の影響を指し
ます。

また、連結財務諸表等の「その他」四半期情報の開

▶図1　キャッシュ・フロー計算書の表示

▶図2　回収可能性適用指針の適用時期と平成28年3月期の開示

平成28年3月

会計方針の変更以外の影響のみ
• 回収可能性適用指針を適用している旨を追加情報
として記載

会計方針の変更による影響
• 会計方針の変更の注記
• 「その他」の四半期情報への反映

平成28年3月期には未適用の会計基準等に関する
注記を検討

期首から原則適用期末から早期適用

• （分類2）でスケジューリング不能一時差異を回収可
能としたケース

• （分類3）で課税所得の合理的な見積可能期間を5年
超としたケース

• （分類4）の要件に該当する企業が（分類2）に該当
するものとしたケース

＜従来＞ ＜改正後＞

投資活動によるキャッシュ・フロー 営業活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

① 支配獲得時に生じた取得関連費用に係るキャッシュ・
　 フロー

② 連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得または売
　 却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フロー

③ 連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得または売
　 却に係るキャッシュ・フロー

① 支配獲得時に生じた取得関連費用に係るキャッシュ・
　 フロー

② 連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得または売
　 却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フロー

③ 連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得または売
　 却に係るキャッシュ・フロー
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示では、回収可能性適用指針の早期適用により会計方
針を変更した場合、過去に提出した四半期報告書の数
値を遡

そ

及
きゅう

修正する方法、しない方法のいずれによるこ
ともできます。ただし、いずれの方法によったかを注
記することが考えられます。
回収可能性適用指針を平成29年3月期の期首から原

則適用する場合には、既に公表されている会計基準等
のうち、適用していないものがある場合に記載する、
未適用の会計基準等に関する注記の記載を検討する必
要があります。

3. 税制改正と税効果会計に適用する税率に関する
適用指針
平成28年3月29日に税制改正に係る法律が国会で
成立し、同年3月31日に公布されました。これにより、
法人税率、事業税率が引き下げられるとともに、繰越
欠損金の控除限度割合が変更となっています。「税効
果会計に適用する税率に関する適用指針」（以下、税
率適用指針）では、期末日までに国会等で成立した税
法による税率を税効果会計に適用することとされてい
るため、平成28年3月期の税効果会計は新税率によ
ることが求められます。
税率の変更により繰延税金資産（負債）の金額が修
正された場合、その旨及び影響額を税効果会計の注記
として記載する必要があります。また、繰越欠損金の
控除額変更に伴う影響額の注記についても考慮する必
要があります。
なお、税率適用指針は平成28年3月期から適用され、
期末日までに公布された税率によるとされていた取扱
いが変更されています。この変更は会計方針の変更に
該当しますが、その影響は通常重要性が乏しく、会計

方針の変更に関する注記の記載は不要と考えられます。

1. 平成28年度有報レビューにおける審査項目等
有価証券報告書の記載内容の適正性を確保する目的
のもと、毎年、金融庁による有報レビューが行われて
います。有報レビューは、次の三つの柱からなってい
ます。

（1）法令改正関係審査
法令改正関係審査については、毎年の法令改正事項
が対象となります。平成28年3月31日以降を決算日
とする会社では、改正後の企業結合会計基準等が原則
適用となっており留意が必要です。詳細は本稿の「Ⅱ
1. 企業結合会計基準等」を参照ください。

（2）重点テーマ審査
重点テーマ審査については、毎年特定のテーマが公
表されています。平成28年3月期以降の会社を対象と
した平成28年度有報レビューでは、工事契約に関す
る会計処理・開示等の4テーマが示されています。平
成28年度有報レビューにおける重点テーマ審査項目
を踏まえた留意点は＜表2＞を参照ください。

（3）情報等活用審査
適時開示制度に基づいて開示された情報、マスコミ
報道、金融庁にディスクロージャー・ホットライン等
を通じて提供された情報を加味して審査対象会社が抽

Ⅲ　金融庁による有報レビューを踏まえた
　　留意事項

▶表2　平成28年度重点テーマ審査項目を踏まえた留意点
重点項目 留意点

1. 工事契約に関する会計処理・開示 • 建設業やソフトウェア業等の業種において、売上高及び売上原価を工事進行基準により計上して
いる場合、適切に計上されているか

• 会計処理の基礎となる工事収益総額及び工事原価総額の見積りが適切か
• 工事契約から損失が見込まれる場合、工事損失引当金の計上が適切か
• 工事損失引当金を計上している場合、注記が適切か
• 原価比例法以外の見積り方法を適用している場合、適用した方法について具体的な説明を注記し
ているか

2. 棚卸資産に関する会計処理・開示 • 在庫評価が適切かどうか
• 原価差異に係る会計処理が適切か
• 工事損失引当金を計上している場合、注記が適切か

3. 包括利益計算書 • 貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書の記載と整合しているか
• その他の包括利益に関する注記において、組替調整額及び税効果額の注記が適切か

4. 1株当たり情報 • 1株当たり当期純利益等の「算定上の基礎」の記載が適切か
• 「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」において注記が
求められている事項の記載が漏れていないか
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出されている状況であり、個別具体的な対応がなされ
るものと考えられます。

2. 過去の有報レビューにおける指摘事項
過去の有報レビューの重点テーマ審査項目は＜表3＞

のとおりです。

過去の有報レビューの結果として公表されている内
容を見ると、とりわけ注記情報の記載内容が不十分で
ある点、会計基準や開示規則等の適用が誤っている点
等が指摘されています。過去のレビューの結果を参考
とし、有価証券報告書の開示上で特に留意すべき事項
として考えられる主な内容は以下のとおりです。

（1）企業結合等関係注記（関連する注記を含む）

（2）退職給付関係注記等

（3）固定資産の減損に係る損益計算書関係注記

（4）金融商品注記（時価情報等）

（5）セグメント情報等注記

（6）その他

▶表3　過去（直近3年間）の有報レビューにおける
重点テーマ審査項目

対象年度 重点テーマ
平成25年度 ① 企業結合及び事業分離等＊

② 固定資産の減損＊
③ 連結財務諸表作成手続（子会社管理を含む）
④ 金融商品に関する会計処理・開示＊
⑤ 偶発債務（引当金の計上を含む）

平成26年度 ① 退職給付
② 企業結合及び事業分離等＊
③ 固定資産の減損＊

平成27年度 ① 退職給付＊
② セグメント情報

＊　前年より継続して重点テーマとなっている

• 企業結合や事業分離等があった場合、必要な注記が
なされているか

• 連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記事項に
おいて、企業結合や事業分離等に関する注記がなさ
れているか
（例）
• 株式の取得により新たに連結子会社となった会社
の資産及び負債の主な内容

• 現金及び現金同等物を対価とする事業の譲渡を
行ったことにより減少した資産及び負債の内訳

記載している資産に性質やリスクの異なる重要な資
産を含んでいる場合、その旨の説明を行っているか

• 重要性ある臨時に支払った割増退職金について、「退
職給付に関連する損益」において開示しているか

• 退職給付関係注記における未認識数理計算上の差異
及び未認識過去勤務費用の組替調整額と「その他包
括利益に関する注記」に記載された組替調整額が整
合しているか

• 「コーポレート・ガバナンスの状況」において、退職
給付信託として設定した株式のうち、みなし保有株
式に該当するものを開示しているか

• 退職給付制度の概要の記載が実際に採用している退
職給付制度と一致しているか

• 退職給付制度の概要の記載内容と有報における他の
項目の記載内容が整合しているか

• 年金資産の主な内訳の記載において、大部分を「そ
の他」としてまとめていないか

• 年金資産の主な内訳として「オルタナティブ」として

• 回収可能価額（正味売却価額ないし使用価値）の算
定方法の記載や減損損失等を認識した固定資産の内
容を適切に開示しているか

• 保有している金融商品（デリバティブ取引を含む）の
内容、リスク、時価等の開示について記載が十分か

• 量的基準を満たす事業セグメントについて、その状
況が一時的であると想定される等の理由により報告
セグメントから除外していないか

• セグメント情報の注記が、「経理の状況」以外の記載
（例えば「事業の状況」の「研究開発活動」の記載
や「設備の状況」の「主要な設備の状況」の記載等）
と整合しているか

• 複数の事業セグメントを集約している場合、その旨
を記載しているか

• 重要性基準を超えるため、注記情報として開示すべ
き「関連情報」の記載が漏れていないか

• 重要性が乏しいとして記載の省略を検討している注
記項目等について、金額だけでなく質的にも重要性
が乏しいことが説明できるか

• 特別損益項目については特別損益項目として開示す
ることが適切か。また適切な科目名が利用されてい
るか。さらに固定資産売却損益の記載については当
該固定資産の種類又は内容を、その他の項目の記載
については、その発生原因又は性格を注記により適
切に示しているか

• 引当金の設定対象とした費用ないし損失の内容や、
当期に費用・損失を計上することの根拠の記載が十
分かどうか
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